
 
平成２７年２月２７日  

宮城県「産業廃棄物税」の更新 
 
宮城県から協議のあった法定外目的税の更新について、本日付けで同意することとしまし

たのでお知らせいたします。 
 
１．産業廃棄物税の更新の理由 
 
 宮城県においては、産業廃棄物の発生抑制や再生利用を促進するため、平成 17 年４月に

法定外目的税である「産業廃棄物税」を創設したところである。 

 平成 27 年３月末に現行の課税期間が終了するに当たり、宮城県では今後の産業廃棄物税

の在り方について、宮城県環境審議会に対して諮問を行ったところ、「現行の税制度をさら

に５年間継続することに同意する」旨の答申がなされた。 

 宮城県では、産業廃棄物税が排出抑制に一定の成果を果たしていることや、廃棄物の再生

利用の向上に向けた施策の継続が強く求められていることなどから、産業廃棄物の発生抑制、

減量化、再生利用、適正処理対策などを引き続き推進していく必要があることから、産業廃

棄物税の課税期間を５年間延長し、同様の税を課税するものである。 

 
２．産業廃棄物税の概要 
 

課税団体 宮城県 

税目名 産業廃棄物税（法定外目的税） 

課税客体 産業廃棄物の最終処分場への搬入 

税収の使途 
産業廃棄物の発生の抑制、減量化、再生利用その他適正な処理の促進に

関する施策に要する費用 

課税標準 最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量 

納税義務者 排出事業者（中間処理業者を含む） 

税率 1,000円／トン 

徴収方法 

特別徴収・申告納付※ 

（特別徴収義務者：最終処分業者） 

※自社が排出する産業廃棄物を自ら設置する最終処分場において埋立処

分する場合は、申告納付。 

収入見込額 （初年度）339百万円 （平年度）451百万円 

課税免除等 
天災地変その他の災害で知事が定めるものにより排出されることとなっ

た産業廃棄物を最終処分場へ搬入をする場合 

徴税費用見込額 年間 16百万円 

課税を行う期間 ５年間（平成27年４月１日～平成32年３月31日） 
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